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〇 「害」の表記については、法令等の名称及び法令等で定められている用語など

で漢字表記が使用されている場合を除き、原則として平仮名で記載しています。 

〇 特に注記のない限り、「職員」とは、教育委員会が任命権者となっている全ての

職員を示します。 
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Ⅰ 策定にあたって 

 

１ 策定趣旨  

 

〇 村教育委員会では、令和２年３月に策定した「原村教育委員会障がい者活躍推進

計画」に基づき、障がい者雇用や環境整備などの積極的な取組みを行ってきました。 

  この度、現計画が終了することに伴い、これまでの成果と課題を踏まえつつ、さ

らなる障がい者雇用率の向上や、障がいのある職員が活躍できる職場づくりの推進

などに向けて、第２期原村教育委員会障がい者活躍推進計画を策定しました。 

本計画では、法定雇用率の引き上げを見据えながら、計画的な雇用に取り組むと

ともに、引き続き、障がいのある職員一人ひとりが自分の能力を最大限に発揮でき

る職場づくりや、障がいの種別を問わず安心して安定的に働くことができる環境の

整備などに取り組んでいきます。 

 

２ 策定主体 

 

○ 原村教育委員会が策定します。 

○ なお、原村長については、別に計画を策定することとしますが、互いに連携して

対応していきます。 

 

３ 計画期間 

 

○ 令和７年度から令和９年度までの３年間を計画期間とします。 

○ なお、計画期間内においても、毎年度、取組状況等を把握・検証し、必要に応じ

て計画の見直しを行います。 

 

４ 周知・公表 

 

○ 策定又は見直しを行った計画は、イントラネットへの掲載等により、全ての職員

に対して周知するとともに、村のホームページに掲載するなど、適切な方法で公表

します。 

 ○ また、計画に掲げる取組の実施状況等についても、毎年度、周知・公表します。 
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Ⅱ 障がい者雇用等の状況 

 

１ 障がい者雇用率の状況 

 

 ○ 障害者雇用促進法では、地方公共団体の責務として、自ら率先して障がい者を雇

用するように努めなければならないとされ、障がい者の雇用の場の確保に向けて、

民間企業等よりも高い法定雇用率が設定されています。 

○ 原村教育委員会における、令和６年６月１日現在の雇用率は、次のとおりとなっ

ています。 

 

〔令和６年６月１日現在の雇用率〕1       

法定 

雇用率 

法定雇用 

障がい者数 

法定雇用障がい者数の 

算定基礎となる職員数 
障がい者数 実雇用率 

２．７％ １人 ５８人 １人 １．７２％ 

〔令和７年４月以降の法定雇用率〕 

令和７年度 令和８年度 令和９年度 

２．７％ ２．７％ ２．９％ 

※法定雇用率とは、職員に占める身体・知的・精神障害者の割合のことで、 

    障害者雇用法により、法定雇用率の達成が義務付けられています。 

 

２ 職場定着の状況 

    

 ○ 障がい者の活躍を推進していくためには、障がいのある職員が安心して働け

る環境づくり等を通じて、職場定着を図っていくことが重要です。 

  ※ 今後、障がいのある職員が２人以上となった場合（毎年６月１日時点）、  

職員の定着状況データ（平均勤続年数）を村のホームページで公表します。 

  

  <参考>民間企業等における平均勤続年数2    

身体障がい者 知的障がい者 精神障がい者 

12 年２月 ９年１月 ５年３月 

 

 

 

                            
1 労働省告示等に基づき算定 
2 「令和５年度障害者雇用実態調査」（令和６年３月 27日 厚生労働省） 
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Ⅲ 障がい者の活躍推進に向けた取組 

 

１ 推進体制の整備 

 

 （１）「障害者雇用推進者」の選任 

  子ども課長を「障害者雇用推進者」として選任 

  ・障害雇用推進者の業務は、次のような事項 

   ① 障がい者雇用の促進及び継続を図るための、施設又は設備の設置・整備

等 

   ② 厚生労働大臣に対する対象障がい者である職員の任免に関する状況の

通報及び公表 

   ③ 障がい者を免職する場合における公共職業安定所長への届出 など 

 

 （２）職員アンケート調査等の実施 

計画の策定、見直し及び検証にあたり、障がい者の活躍推進に向けた取組等に

ついて、全職員に対するアンケート調査等を実施し、意見を取組へ反映します。 

 

 （３）相談窓口の設置  

    障がいのある職員本人や、職場で支援にあたる管理監督者等が相談できる窓口

を子ども課教育総務係及び保健福祉課福祉係に設置します。 

 

 （４）職員向け研修の活用 

    在籍する職員に対して首長部局が企画・開催する障がい者への対応や理解を深

める内容の研修を受講させます。 

 

 

２ 職務の選定・創出 

 

（１）採用前面談の実施 

採用前の合格者面談を実施するなど、障がい者一人ひとりの障がい特性や能力、

希望等を踏まえ、適した業務等を確認します。 

 

（２）上司との面談等の実施 

採用後も、上司による面談等を通じて、障がい者一人ひとりの障がい特性や能

力、希望等を把握し、職務の選定（既存業務の切出し等）及び創出（複数の作業

の組み合わせによる新規業務の創出等）を推進します。 
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３ 職場環境の整備 

 

（１）就労支援機器等の整備 

音声読み上げソフトや画面拡大ソフト等の就労支援機器や、リーディングアシ

スタント等の補助者の配置など、障がい特性を踏まえた体制を整備します。 

 

（２）上司との面談等を通じた合理的配慮の提供 

上司との面談等を通じて、障がい者一人ひとりの障がい特性や能力、希望等を

把握し、働きやすい職場環境の整備に向けて、合理的配慮の提供を行います。 

具体的には、障がいのある職員のサポートとして会計年度任用職員（パートタ

イム）の配置等、必要な配慮を行います。 

 

 

４ 職員の募集・採用・人事異動 

 

（１）募集案内時の対応 

村のホームページに職員採用に関する募集案内を掲載する際には、ウェブアク

セシビリティ3の確保を図り、障がい者が必要な情報を得られるよう対応します。 

 

（２）採用選考時の対応 

拡大印刷や筆談による対応のほか、面接時に就労支援機関の職員等の同席を可

能とするなど、採用選考の実施にあたり、必要な配慮を行います。 

 

 （３）障がい特性等を踏まえた人事異動 

    上司による面談等を通じて、障がい者一人ひとりの障がい特性や能力、希望等

を把握するとともに、特に業務内容が多岐にわたる行政職の人事異動にあたって

は、障がい特性を踏まえた配置など、必要な配慮を行います。 

 

 

５ 優先調達等 

○ 国等による障害者就労施設等からの物品等の調達の推進等に関する法律に基づく

障がい者就労施設等への発注等を通じて、障がい者の活躍の場の拡大を推進します。 

 

 

 

                            
3 高齢者や障がい者を含めて、誰もがホームページ等で提供される情報や機能を支障なく利用することが

できること 
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Ⅳ 目標 

 

○ 令和６年６月１日現在、本教育委員会では法定雇用率を達成4している状況です。 

 

○ 令和９年６月１日までに障がい者の実雇用率２．９％を達成できるよう、Ⅲの取組

を通じて、障がい者雇用の推進に関する理解を促進するとともに、障がい当事者の目

線に立った、働きやすい職場づくりを進めてまいります。 

項目 現状 目標 

障がい者の実雇用率 
１．７２％ 

（令和６年６月１日） 

２．９％ 

（令和９年６月１日） 

 

 

○ 障がいのある職員が、その能力を十分に発揮して活躍していくためには、障がいの

特性や本人の希望などに応じて、無理なく安定的に働くことができる職場づくりが必

要です。そのため、個々の障がい特性に配慮した環境と仕事を確保するとともに、配

属部署との定期的な面談を行い、定着率の維持を図ります。 

 

令和６年度現在実績 

100％ 

 

 

                            
4 法定雇用障がい者数に不足がないこと 

令和９年度目標 

100％ 


